
公共事業コスト構造改善プログラムの概要
・平成20年度～24年度の5年間で、平成19年度と比較して、15%程度のコスト構造の
改善を目標とすべく、年度内に新プログラムを策定。

・これまでの「総合的なコスト縮減」の取組みに加え、平成２０年度からは新たに「コスト
構造改善」の取組を導入し、「総合的なコスト構造改善」を推進。
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・工事コスト縮減工事コスト縮減
・事業便益の早期発現事業便益の早期発現
・将来の維持管理費の縮減将来の維持管理費の縮減

・民間企業の技術革新や調達の・民間企業の技術革新や調達の
効率化による効率化による コスト構造の改善コスト構造の改善

・施設の長寿命化によるライフ・施設の長寿命化によるライフ
サイクルコスト構造の改善サイクルコスト構造の改善
・工事に伴う環境コスト等社会・工事に伴う環境コスト等社会
的コスト構造の改善的コスト構造の改善

新たな取組み（コスト構造改善）

これまでの取組み（総合的なコスト縮減）

総合コスト改善率
H14 H15 H16 H17 H18 H19

H24
H20

目標値
15%

VFMVFM最大化を重視最大化を重視
し価格と品質両面し価格と品質両面
からの施策を充実からの施策を充実

※ VFM(Value for Money)最大化とは、
経済性にも配慮しつつ、公共事業の構想・計
画段階から維持管理までを通じて、投資に対
して最も価値の高いサービスを提供すること
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公共工事コスト縮減対策に関する行動指針

公共事業コスト構造改革プログラム

公共事業コスト構造改善プログラム

総合的なコスト構造改善について
新・公共事業コスト構造改革プログラム（公共事業コスト構造改善プログラム）では、民間企業の
技術革新や調達の効率化によるコスト構造改善、長寿命化によるライフサイクルコスト構造の改
善、社会的コスト構造の改善を新たに評価項目として追加。

総合コスト改善率 （H20~H24）

総合コスト縮減率 （H15~H19）

工事コスト縮減率 （H9~H11）
※H12~H14については、公共事業コスト縮減対策に
関する新行動指針を策定し、コスト縮減に取り組んだ
が、数値目標は定めていない。
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総合コスト構造改善額の算定方法
総合コスト構造改善額は、平成19年度における標準的な公共工事のコスト(アクション前)と、総
合的なコスト構造改善による取り組み後のコスト(アクション後)との差で算出する。

①工事コストの縮減等 ③社会的コスト構造の改善

②ライフサイクルコスト構造の改善

※修繕・・・長寿命化対策（補修、補強、改築等）

ΔＣ

民間企業によるICTの活
用や創意工夫を評価

◆民間企業の技術
革新や調達の効率
化によるコスト構造
の改善

ΔＣ

◆現在の工事コスト縮減額と
同様に計上(予定価格ﾍﾞｰｽ)

アクション前
の工事コスト

アクション後の
工事コスト

維持管理費の縮減効果に加え、供用中構造物の長寿
命化・延命化効果をライフサイクルコストとして評価

◆ライフサイクルコスト構造の改善

◆環境コスト構造の改善

◆通行止め規制日数の短縮による
社会的コスト構造の改善

工事におけるＣＯ２排出低減建設機械の利用

促進によるCO2削減量を評価。

工事規制日数の減少による、交通渋滞の減少等
の社会的コスト（渋滞損失額）の改善効果を評価。

アクション前
の便益

アクション
後の便益

ΔＢ

ΔＣ

B/C値を用いて工事ｺｽﾄに換
算し、アクション前には相応
の仮想コスト(ΔC)があったと
みなす。

同等と
見なす

◆事業便益の早期発現

事業のスピードアップが図られることによる便益
の増加分に相当するコストを計測し計上


